
「社団法人

 

地方税電子化協議会」は、
地方税に係る電子化の推進とeLTAXの開発および
安定的な運営を目的として、設立された団体です。

 
（平成19年4月1日現在の運営団体 ：

 

47都道府県および19市）

ｅＬＴＡＸ運営組織

地方税における申告等の手続きを、インターネットを利用して電子的に行うシステムです。

地方税の申告、申請、納税など（以下「申告等」といいます。）の手続きは、それぞれの地方公共団体で行っていただく必要がありましたが、

 
地方公共団体が共同でシステムを運営することにより、電子的な一つの窓口からそれぞれの地方公共団体に手続きできるようになりました。

eLTAXは、今後、様々な地方税における手続きのサービスを提供し、地方税に関する総合窓口（電子的な一つの窓口）を
目指しています。

ｅＬＴＡＸ（エルタックス）

 

とは

利用可能な手続き

 

法人道府県民税、法人事業税、法人市町村民税、固定資産税（償却資産）

 

の

 

申告

平成２０年１月以降、以下のサービスが新たに追加される予定です
個人住民税に係る給与支払報告書等の電子化、
事業所税の申告、電子納税、地方税に関する申請や届出

全国の都道府県（47団体）

全国の政令指定都市（15団体）

（札幌市、仙台市、さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市、静岡市、

名古屋市、京都市、大阪市、堺市、神戸市、広島市、北九州市、福岡市）

 
その他の市区町村（1団体）

（相模原市）

導入団体
（平成19年9月現在）

<出典：eLTAX（エルタックス）：地方税ポータルシステムホームページ（http://www.eltax.jp/）>

http://www.eltax.jp/
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